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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　気体を導入する気体導入路と、該気体導入路の導入開口が内部に臨む弁シリンダと、該
弁シリンダの内部において前記導入開口を開閉可能に構成する閉塞部を備えた弁体と、前
記弁シリンダの内部に臨む導出開口を備えた気体導出路と、前記弁体を駆動して前記導入
開口の開閉動作を行う圧電アクチュエータと、を具備する気体供給弁において、
　弁の開放時において前記導入開口と前記導出開口の間の内部空間を外部に連通させる通
気経路が前記気体導入路及び前記気体導出路とは別に設けられることを特徴とする気体供
給弁。
【請求項２】
　前記弁シリンダ内においては、前記導入開口に向けて前記弁シリンダの周囲内面との間
に間隔を有する態様で前記閉塞部が突出し、前記通気経路は前記間隔内に開口しているこ
とを特徴とする請求項１に記載の気体供給弁。
【請求項３】
　前記導入開口を先端に備えた気体導入部が前記弁シリンダの周囲内面との間に間隔を有
する態様で前記弁体に向けて突出するとともに、前記気体導入部の先端が先細状に構成さ
れることを特徴とする請求項２に記載の気体供給弁。
【請求項４】
　前記導出開口の前記内部空間に対する開口位置は、前記導入開口の開口位置に対し前記
閉塞部の移動方向と直交する方向に配置されることを特徴とする請求項１乃至３のいずれ
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か一項に記載の気体供給弁。
【請求項５】
　前記閉塞部が前記導入開口から離間する方向の前記弁体の移動限界を設定する弁体規制
手段を有することを特徴とする請求項１乃至４のいずれか一項に記載の気体供給弁。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれか一項に記載の気体供給弁と、該気体供給弁を介して供給され
た気体を選択的に部品に吹き付けて選別を行う部品選別部と、該部品選別部を通過する部
品搬送路と、を具備することを特徴とする部品搬送装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は気体供給弁及び部品搬送装置に係り、特に、搬送部品の選別を行うための気体
の吹き付けを選択的に行うために気体の供給状態を制御する場合に好適な気体供給弁の構
造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、パーツフィーダなどの部品搬送装置（部品供給装置）では、多数の部品を高速
かつ制御された姿勢で搬送することが要求されるが、このような部品搬送装置においては
、構造上の不良部品や正規の姿勢でない部品を部品搬送路上から排除するために、或いは
、正規の姿勢でない部品を正規の姿勢に変換するために、部品搬送路上の部品に選択的に
気体を吹き付けることが行われている。
【０００３】
　上記のような部品搬送装置における部品選別部に気体を供給する場合には、気体の供給
・停止を行うために高速に動作する気体供給弁が必要とされるため、たとえば、弁体を圧
電アクチュエータで駆動するように構成した弁構造が提案されている（例えば、以下の特
許文献１参照）。
【特許文献１】特開２００３－１０７９０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、前述の圧電アクチュエータで駆動される気体供給弁においては、部品搬
送路上に迅速に気体を供給しようとすると弁の入口９から弁体の開閉部分を介して弁の出
口１０へ高速に気流を流す必要があるため、圧電アクチュエータの動作ストロークや弁の
内部空間を大きくして流通断面積を確保するか、或いは、気体の供給側圧力を高くして弁
の内部空間を通過する気流の高速化を図る必要がある。ところが、圧電アクチュエータの
動作ストロークや弁の内部空間の断面積を大きくすると弁構造自体が大型化し、また、供
給側圧力を増大させると弁の内部空間（弁の開放時における導入開口と導出開口の間の空
間）に負圧が発生して圧電アクチュエータの駆動負荷が大きくなるため、いずれにしても
気体供給弁の大型化と消費電力の増大を招くとともに、弁の内部空間の残圧によって部品
搬送路上における気流吹き付けの開始及び停止に遅れが生じやすくなるという問題点があ
る。
【０００５】
　そこで、本発明は上記問題点を解決するものであり、その課題は、気体供給弁の小型化
を図るとともに、気流吹き付けの開始タイミングの遅れを低減することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　斯かる実情に鑑み、本発明の気体供給弁は、気体を導入する気体導入路と、該気体導入
路の導入開口が内部に臨む弁シリンダと、該弁シリンダの内部において前記導入開口を開
閉可能に構成する閉塞部を備えた弁体と、前記弁シリンダの内部に臨む導出開口を備えた
気体導出路と、前記弁体を駆動して前記導入開口の開閉動作を行う圧電アクチュエータと
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、を具備する気体供給弁において、弁の開放時において前記導入開口と前記導出開口の間
の内部空間を外部に連通させる通気経路が前記気体導入路及び前記気体導出路とは別に設
けられることを特徴とする。
【０００７】
　この発明によれば、弁の開放時において内部空間が通気経路を介して外部と連通するの
で、圧電アクチュエータの動作ストロークが小さくても、或いは、内部空間を通過する気
流の速度が高くても、弁の内部空間における負圧の発生が抑制されて圧電アクチュエータ
の駆動負荷を低減できるため、気体供給弁の大型化や消費電力の増大を回避できるととも
に、内部空間における通気抵抗が低減されるため、弁の開放時において供給先における気
体供給の開始の遅れを低減することができる。また、気体供給弁を用いて部品搬送装置の
部品選別部に気流を供給する場合には、弁の小型化により気流を吹き付ける部品選別部の
近くに配置することが可能になるため、気流の吹き付けの開始及び停止の遅れを低減する
ことができる。
【０００８】
　本発明の一の態様においては、前記通気経路は弁の開閉状態に拘わらず前記内部空間を
外部に連通させる。これによれば、通気経路が弁の開閉状態に拘わらず内部空間を外部に
連通させることで、弁の閉鎖時において内部空間の残圧が通気経路を介して外部へ逃げる
ため、供給先における気体供給の停止の遅れを低減することができる。
【０００９】
　本発明の他の態様においては、前記弁シリンダ内においては、前記導入開口に向けて前
記弁シリンダの周囲内面との間に間隔を有する態様で前記閉塞部が突出し、前記通気経路
は前記間隔内に開口している。これによれば、弁体の閉塞部が弁シリンダの周囲内面の少
なくとも一部との間に間隔を有して導入開口に向けて突出し、この間隔内に前記通気経路
が開口することで、弁の開放時において上記間隔が内部空間に連通するので、導入開口と
閉塞部の間の隙間が小さくても内部空間の容積が実質的に拡大されるとともに上記間隔を
介して通気経路から外気が導入されるので、内部空間に発生する負圧が通気経路によって
効果的に抑制される。また、上記間隔内に通気経路が開口することで、閉塞部の側から外
気が内部空間へ向けて導入されるので、上記負圧に起因して弁体に加わる吸引力の軽減効
果を高めることができる。したがって、圧電アクチュエータの動作ストロークが小さくて
も駆動負荷をさらに低減することができ、気体供給弁の大型化や消費電力の増大を容易に
回避できる。
【００１０】
　この場合に、前記導入開口を先端に備えた気体導入部が前記弁シリンダの周囲内面との
間に間隔を有する態様で前記弁体に向けて突出するとともに、前記気体導入部の先端が先
細状に構成されることが好ましい。これによれば、気体導入部と閉塞部の対向面積を小さ
くすることができることから内部空間における負圧の発生が抑制されるため、圧電アクチ
ュエータの動作ストロークが小さくても駆動負荷をさらに低減することができる。したが
って、気体供給弁の大型化や消費電力の増大をさらに容易に回避できる。
【００１１】
　本発明の別の態様においては、前記導出開口の前記内部空間に対する開口位置は、前記
導入開口の開口位置に対し前記閉塞部の移動方向と直交する方向に配置される。これによ
れば、導出開口の内部空間に対する開口位置が導入開口の開口位置に対し閉塞部の移動方
向と直交する方向に配置されるので、弁の開放時における導入開口に対する閉塞部の移動
ストロークが小さくても、導入開口から導出開口まで閉塞部等に遮られることなく直接に
気体が流通できるようになるので、通気抵抗が低減され、気体の供給速度を高めることが
できる。
【００１２】
　本発明の異なる態様においては、前記弁シリンダを収容するハウジングをさらに具備し
、前記通気経路は、前記弁シリンダに形成され、内外を連通させる内側貫通孔と、前記弁
シリンダの外面若しくは前記ハウジングの内面に形成され、前記内側貫通孔に連通する中



(4) JP 4555366 B2 2010.9.29

10

20

30

40

50

間凹溝と、前記ハウジングに形成され、内外を連通させるとともに前記中間凹溝に連通す
る外側貫通孔とを含む。これによれば、通気経路が内側貫通孔、中間凹溝及び外側貫通孔
を含む態様とされることで、組立の容易性や構造の自由度を高めても通気経路を確実に確
保することができる。また、内側貫通孔と外側貫通孔の位置関係を変更することで、通気
経路の通気抵抗を容易に調整することが可能になる。この場合、後述する実施態様のよう
に、弁シリンダの外面と、ハウジングの内面を共に円筒面で構成し、上記中間凹溝を軸線
周りに延長された形状の凹溝（例えば、環状溝）とすることで、弁シリンダをハウジング
内において任意の角度で収容することが可能となるため、内側貫通孔を備えた弁シリンダ
の軸線周りの角度姿勢を外側貫通孔を備えたハウジング内で変更することで、通気経路の
長さを変更して通気抵抗を調整することが更に容易になる。
【００１３】
　本発明においては、圧電アクチュエータの動作のみにより閉塞部の開閉を行うようにし
てもよいが、例えば、閉塞部が導入開口を閉塞する方向に弁体を付勢する付勢手段をさら
に具備する場合がある。この場合には、付勢手段の付勢作用を少なくとも一部に用いて弁
が閉鎖されるので、供給側圧力が高くても圧電アクチュエータへの負荷を低減できる。ま
た、閉塞部が導入開口を開放する方向に弁体を付勢する付勢手段をさらに具備する場合も
ある。この場合には、付勢手段の付勢作用を少なくとも一部に用いて弁が開放されるので
、弁を迅速に開放することができ、供給先への気体供給の開始の遅れをさらに低減できる
。
【００１４】
　本発明において、前記閉塞部が前記導入開口から離間する方向の前記弁体の移動限界を
設定する弁体規制手段を有することが好ましい。この弁体規制手段を設けることで、弁体
の開放動作時の移動限界が設けられるため、付勢手段の付勢作用や供給側圧力等によって
弁体が過度に動作して圧電アクチュエータが破損するといったことが防止される。
【００１５】
　次に、本発明の部品搬送装置は、上記のいずれかに記載の気体供給弁と、該気体供給弁
を介して供給された気体を選択的に部品に吹き付けて選別を行う部品選別部と、該部品選
別部を通過する部品搬送路と、を具備することを特徴とする。これによれば、気体供給弁
の大型化や消費電力の増大を回避できるとともに、内部空間における通気抵抗が低減され
るため、部品選別部における気体供給の開始の遅れを低減することができる。特に、通気
経路が弁の開閉状態に拘わらず内部空間を外部に連通させる場合には、弁の閉鎖時におい
て内部空間の残圧が通気経路を介して外部へ逃げるため、部品選別部における気体供給の
停止の遅れを低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明の実施の形態を図示例と共に説明する。図１は本発明に係る気体供給弁の
第１実施形態の内部構造を示す概略縦断面図、図２は第１実施形態の図１とは直交する断
面を示す概略縦断面図（図１のII－II線断面矢視図）、図３は第１実施形態の概略横断面
図（図１のIII－III線断面矢視図）である。
【００１７】
　気体供給弁１０は、金属、合成樹脂等により構成されたハウジング１１を有し、このハ
ウジング１１には、円柱状の凹穴１１ａを内部に備えた主構造部１１Ａと、この主構造部
１１Ａから側方へ直線状に伸びる梁状に構成され、先端部に後述する圧電アクチュエータ
を固定する固定部位１１ｂを備えた延長部１１Ｂとが設けられる。主構造部１１Ａの底部
には上記凹穴１１ａに連通する気体導入路１１ｃが形成される。この気体導入路１１ｃは
、凹穴１１ａの底面より図示上方へ突出する気体導入部１１ｄの内部を通過し、気体導入
部１１ｄの先端（図示上端）に開口する導入開口１１ｅを備えている。気体導入部１１ｄ
の先端は先細状（テーパ状）に形成される。気体導入部１１ｄは図示例では円柱状（先端
は円錐若しくは円錐台状）とされるが、特に限定されるものではなく、例えば角柱状など
任意の形状とすることができる。
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【００１８】
　凹穴１１ａ内には図示垂直方向に貫通する軸孔１２ａを有する円筒状の弁シリンダ１２
が収容され、当該弁シリンダ１２はその上部環状溝に収容されたＯリング等のシール材１
３によって主構造部１１Ａとの間が気密に構成される。なお、弁シリンダ１２の外面には
凹部（或いは凹溝）１２ｂが設けられ、主構造部１１Ａの側部に貫通形成される側ネジ孔
１１ｆに螺入される止ねじ１４によって主構造部１１Ａに対し保持固定される。弁シリン
ダ１２の軸孔１２ａの下端は上記気体導入部１１ｄを余裕を持って受け入れ、これによっ
て気体導入部１１ｄと軸孔１２ａの周囲内面との間には全周に亘る間隔が設けられる。
【００１９】
　また、弁シリンダ１２には、軸孔１２ａに連通し、内外に貫通する横孔１２ｃが設けら
れ、この横孔１２ｃは主構造部１１Ａに設けられた気体導出孔１１ｇと連通し、これらに
よって気体導出路が構成される。この気体導出路の導出開口１２ｄは弁シリンダ１２の上
記横孔１２ｃの内部開口で構成される。
【００２０】
　この導出開口１２ｄは、導入開口１１ｅの開口位置に対し閉塞部１５ａの移動方向（弁
シリンダ１２の軸線方向）と直交する方向にある位置において開口する。図示例の場合、
導入開口１１ｅの上記移動方向に見た開口位置と、導出開口１２ｄの上記移動方向に見た
外縁位置とが一致している（図１の点線参照、図３も同様。）が、上記移動方向に見た導
入開口１１ｅの位置が同移動方向に見た導出開口１２ｄの開口範囲内にあればよい。これ
によれば、導出開口の内部空間に対する開口位置が導入開口の開口位置に対し閉塞部の移
動方向と直交する方向に配置されるので、弁の開放時における導入開口に対する閉塞部の
移動ストロークが小さくても、導入開口から導出開口まで閉塞部等に遮られることなく直
接に気体が流通できるようになるので、通気抵抗が低減され、気体の供給開始タイミング
を早めることができる。
【００２１】
　軸孔１２ａ内には弁体１５が挿入され、この弁体１５は、軸孔１２ａ内において弁シリ
ンダ１２との間で気密性を確保した状態で摺動自在に配置される。弁体１５の内端部には
図示例では弁体１５の本体に軟質樹脂材料等よりなるシート材１５ｘが固定されている。
この内端部は、上記導入開口１１ｅに当接することで弁を閉鎖状態とする閉塞部１５ａを
構成する。弁体１５は、弁シリンダ１２の軸孔１２ａと密接し、気密性を確保した状態で
摺動可能に配置されているが、その内端の閉塞部１５ａは縮径して軸孔１２ａとの間に間
隔を有する態様で導入開口１１ｅに向けて突出するように構成される。図示例の場合、閉
塞部１５ａは全周に亘り弁シリンダ１２の軸孔１２ａの周囲内面との間に間隔を有してい
る。
【００２２】
　上述の弁構造において、導入開口１１ｅと導出開口１２ｄの間に形成される内部空間は
、気体導入部１１ｄと弁シリンダ１２の軸孔１２ａの周囲内面との間隔と、弁体１５の閉
塞部１５ａと弁シリンダ１２の軸孔１２ａの周囲内面との間隔が相互に連通して構成され
る。この内部空間の容積は弁の開閉によって増減するが、当該空間自体は弁の開閉とは無
関係に常に存在する。
【００２３】
　弁シリンダ１２には、軸孔１２ａを外側に連通させる内側貫通孔１２ｅが形成され、そ
の外周には、内側貫通孔１２ｅが開口する中間凹溝１２ｆが形成されている。この中間凹
溝１２ｆは図示例では外周面を軸線周りに一周する環状凹溝とされている。また、主構造
部１１Ａには、凹穴１１ａの内外を連通させる外側貫通孔１１ｊ（図２参照）が形成され
、この外側貫通孔１１ｊは上記中間凹溝１２ｆに連通する。これによって、上記内部空間
は、上記内側貫通孔１２ｅ、中間凹溝１２ｆ及び外側貫通孔１１ｊよりなる通気経路を介
して外部に連通している。なお、当該通気経路を構成するに際しては、弁シリンダ１２に
形成された中間凹溝１２ｆの代わりに、内側貫通孔１２ｅに連通する別の中間凹溝を凹孔
１１ａの内面上に形成してもよい。
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【００２４】
　ここで、内側貫通孔１２ｅは、上記閉塞部１５ａと弁シリンダ１２の周囲内面との間に
設けられた間隔内に開口している。したがって、当該間隔に開口した上記通気経路を介し
て上記内部空間が外部と連通していることとなる。
【００２５】
　弁体１５は弁シリンダ１２内から図示上方へ伸び、その中間部位に外側に張り出してな
る保持部１６が設けられている。この保持部１６は特に限定されないが、図示例では止め
輪等の別部材を取り付けることで形成される。また、主構造部１１Ａの上部には側方から
凹穴１１ａ内に張り出した張出部１７（図示例では別体の張出部材）が設けられ、上記保
持部１６と張出部１７の間にコイルバネ等の弾性部材１８が配置される。この弾性部材１
８は弁体１５を弁が閉鎖する方向（図示下方、すなわち、上記閉塞部１５ａが導入開口１
１ｅを閉鎖する方向）に付勢する付勢手段である。弁体１５の外端部１５ｂは張出部１７
に設けられた開口部１７ａを通過して上方へ突出する。外端部１５ｂには側方より延出し
た圧電アクチュエータ１９の駆動部１９ａが係合している。
【００２６】
　圧電アクチュエータ１９は、金属等よりなる弾性板１９Ａと、この弾性板１９Ａの表裏
面に接合された圧電体層１９Ｂ、１９Ｃとを含み、圧電体層１９Ｂ、１９Ｃは図示しない
表裏の電極に電圧を印加することで弾性板１９Ａとともに図示上下方向に撓みを生ずるよ
うに構成される。図示例では圧電アクチュエータ１９はバイモルフ型の板状構造を有する
が、圧電体層１９Ｂと１９Ｃのいずれか一方のみを有するユニモルフ型の板状構造として
もよく、さらには、圧電体層と電極層とを交互に積層させた積層型の構造を有するものと
してもよい。
【００２７】
　圧電アクチュエータ１９の基端部１９ｂは、延長部１１Ｂの固定部位１１ｂに取付けら
れた固定部材２１上に固定される。図示例では固定部材２１はボルト２２により固定部位
１１ｂに固定される。固定部材２１は、固定部位１１ｂに対する取り付け部分から固定部
位１１ｂの表面に形成された凹部１１ｈ上に張り出す態様で固定され、当該凹溝１１ｈ上
に張り出した部分において取付部材２３との間で上記基端部１９ｂを挟持している。固定
部材２１と取付部材２３はボルト２４によって基端部１９ｂを挟圧し、固定する。固定部
位１１ｂには上記凹溝１１ｈに連通する貫通ネジ孔１１ｉを有し、この貫通ネジ孔１１ｉ
に止めネジ２５が螺入され、止めネジ２５の先端が上記固定部材２１を下方より（凹部１
１ｂ内に突出して）当接支持している。そして、止めネジ２５の位置を調整することで、
上記凹溝１１ｈ上において固定部材２１の上下位置が調整可能となっており、したがって
圧電アクチュエータ１９の上下方向の取付位置（正確には上下方向の取付位置及び取付角
度）を調整できるように構成される。
【００２８】
　圧電アクチュエータ１９は、基端部１９ｂが固定部位１１ｂに固定された状態で、先端
の駆動部１９ａが弁体１５に接続され、駆動部１９ａと基端部１９ｂの間が撓み変形する
ことで、弁体１５をその軸線方向に駆動できるように構成される。
【００２９】
　以上のように構成された本実施形態においては、圧電アクチュエータ１９が動作しない
状態（通電されていない状態）では、弁体１５が弾性部材１８の弾性力で下方に移動し、
閉塞部１５ａが導入開口１１ｅを閉鎖するため、弁が閉鎖状態となる。一方、圧電アクチ
ュエータ１９が動作して（通電されて）上方へ撓むことで、弁体１５が弾性部材１８の弾
性力に抗して上方へ移動し、弁は開放状態となる。したがって上記気体導入路１１ｃに圧
縮空気などの加圧された気体を供給することで、弁が開放状態になると気体導出孔１１ｇ
（すなわち気体導出路）から加圧された気体を放出することができる。
【００３０】
　ところで、弁体１５が上方へ移動して弁が開放状態となっている場合、導入開口１１ｅ
から流入した気体が内部空間を通って導出開口１２ｄから出て行くことになるが、内部空
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間における気流の速度が高くなると負圧が発生するので、弁体１５が下方に吸引され、圧
電アクチュエータ１９に負荷がかかる可能性がある。しかしながら、本実施形態では、弁
の開放状態において上記通気経路を介して内部空間が外部と連通しているので、内部空間
に生ずる負圧が通気経路を通して流入する外気によって緩和され、圧電アクチュエータ１
９にかかる負荷を軽減することができる。したがって、弁から放出される気体の量を増加
させるために供給側圧力を高めた場合でも、上記負圧による供給不良、或いは、圧電アク
チュエータ１９の破損などを防止することができる。
【００３１】
　また、上記の負圧が緩和されることで圧電アクチュエータの負荷が軽減されるので圧電
アクチュエータの大型化を回避でき、また、弁から放出される気体の量を増加させるため
に内部空間における気体の流通断面を大きくすることで弁構造が大型化することも回避で
きるので、気体供給弁の小型化を図ることができ、その結果、気体の供給先により近い位
置に弁を配置することが可能になるので、気体供給の開始及び停止のタイミングの遅れを
低減できる。
【００３２】
　本実施形態では特に、弾性部材１８の弾性力で弁体１５の閉塞部１５ａを導入開口１１
ｅに当接させて弁を閉鎖状態としているので、供給側圧力を高くしても圧電アクチュエー
タ１９に負荷が加わらず、圧電アクチュエータ１９の損傷を防止でき、圧電アクチュエー
タ１９の大型化も回避できる。
【００３３】
　また、本実施形態では、弁の開閉状態に拘らず上記通気経路は常に内部空間を外部に連
通させるように構成されている。これにより、上記のように弁が開放状態にあるときに内
部空間の負圧を緩和でき、しかも気体供給の開始を迅速化できるだけでなく、弁の閉鎖時
に内部空間及び導出開口１２ｄ側の圧力を通気経路を介して外部に逃がすことができるた
め、気体供給の停止もさらに迅速に行うことができる。
【００３４】
　さらに、本実施形態では、通気経路が弁体１５の閉塞部１５ａと弁シリンダ１２の周囲
内面との間の間隔に開口していることにより、弁の開閉状態に拘わらず常に通気経路を介
して弁内部が外部と連通する。また、弁の開放時において導入開口１１ｅと導出開口１２
ｄとの間に形成される内部空間に負圧が発生した場合、この内部空間には閉塞部１５ａの
側（周囲）から外気が供給されるので、当該負圧に起因する弁体１５の吸引力を効果的に
軽減できるという利点がある。
【００３５】
　なお、本実施形態では、弾性部材１８が弁体１５を弁が閉鎖状態となる方向に付勢する
ことで、圧電アクチュエータ１９が動作しないときには閉鎖状態となるように、すなわち
ノーマリークローズ型の弁となるように構成されている。これは、通常の使用態様では初
期状態が閉鎖状態となることが好ましいからであるとともに、上述のように供給側圧力を
弾性部材１８の弾性力で押えることで圧電アクチュエータ１９への負荷を軽減できるから
でもある。また、ノーマリークローズ型とすることで、弁が閉鎖状態となる際に弾性部材
１８の弾性力で迅速に弁体を動作させることができるため、気体供給の停止の応答性をき
わめて高くすることができるという利点もある。ただし、種々の不利な点を甘受するので
あれば、圧電アクチュエータ１９の初期位置（非通電時の位置）を弾性部材１８の弾性力
に抗して弁が開放状態となるように設定し、通電時に弁が閉鎖状態となるように構成する
ことで、ノーマリーオープン型の弁となるようにすることも不可能ではない。
【００３６】
　なお、本実施形態では特に意図していないが、主構造部１１Ａと弁シリンダ１２との軸
線周りの角度を変えることができるように構成することも可能である。この場合、内側貫
通孔１２ｅの外側開口と、外側貫通孔１１ｊの内側開口との間の凹溝１２ｆに沿った距離
が変化して通気経路の経路長が変化するので、通気抵抗を容易に調整できる。ここで、凹
部１２ｂを凹溝状とすることなどにより、止めネジ１４で弁シリンダ１２を任意の角度位
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置で固定することができる。
【００３７】
　次に、図４及び図５を参照して本発明に係る第２実施形態の気体供給弁１０′について
説明する。図４は第２実施形態の内部構造を示す概略縦断面図、図５は第２実施形態の図
４とは直交する断面を示す概略縦断面図（図４のＶ－Ｖ線断面矢視図）である。なお、第
２実施形態の概略横断面図は図３とほぼ共通である。また、第２実施形態において第１実
施形態と共通の部分には同一符号を付し、それらの説明は省略する。
【００３８】
　この第２実施形態の気体供給弁１０′では、第１実施形態の弾性部材１８の代わりに、
弁体１５′を弁の開放状態となる方向に付勢する付勢手段である弾性部材１８′を設けて
いる。この弾性部材１８′は、主構造部１１Ａの凹穴１１ａの底部と弁体１５′の閉塞部
１５ａ′との間に配置され、弁体１５′を図示上方へ向けて押し上げるように作用する。
したがって、この第２実施形態は、圧電アクチュエータ１９が動作しない場合に弾性部材
１８′の弾性力で弁体１５′が押し上げられて弁は開放状態となるため、ノーマリーオー
プン型の弁となる。この実施形態では、圧電アクチュエータ１９の動作によって弾性部材
１８′の弾性力に抗して弁が閉鎖状態とされるが、弁が開放状態となる際には弾性部材１
８′の弾性力により迅速に気体の供給が開始されるので、気体供給の開始時の応答速度を
きわめて高くすることができるという利点がある。
【００３９】
　また、この第２実施形態では、弁体１５′の外端部１５ｂ′の端面（図示上面）に圧電
アクチュエータ１９の駆動部１９ａを当接させている。本実施形態では上述のように弾性
部材１８′により弁体１５′が弁が開放状態とされる方向に付勢されているので、圧電ア
クチュエータ１９の駆動部１９ａが弁体１５′により図示上方へ常に応力を受ける状態と
することで、駆動部１９ａを弁体１５′に固定する必要がないからである。ただし、駆動
部１９ａを接着等により弁体１５′に固定してもよい。このように駆動部１９ａを単に弁
体１５′に対して当接するだけとすることで、圧電アクチュエータ１９に弁体１５よりそ
の軸線方向以外の他の方向の応力を及ぼすことを防止できる。
【００４０】
　なお、本実施形態では、弁体規制手段である規制部（図示例では規制部材）１６′が弁
体１５′の外周に張り出している。この規制部１６′は、弁体１５′が必要以上に図示上
方へ突出し、圧電アクチュエータ１９に損傷を与えることを防止するためのものである。
【００４１】
　上記各実施形態では、弁体１５をその移動方向（弁の開閉方向）に付勢する弾性部材（
ばね）を設けているが、当該弾性部材を設けずに構成することも可能である。例えば、第
１実施形態において、弾性部材１８を省略し、その代わりに、弁の閉鎖時には圧電アクチ
ュエータ１９の動作部１９ａが下方に弁体を押圧するように構成してもよい。この場合、
例えば、圧電アクチュエータ１９を非駆動状態において動作部１９ａが弁体１５を下方に
押圧して弁が閉鎖されるように構成することができ、また、圧電アクチュエータ１９に通
電してその駆動力で動作部１９ａが弁体１５を押圧するように構成することもできる。い
ずれの場合でも、上記弁体１５に対する押圧状態を解除することで弁体１５は気体の供給
圧によって移動し、弁が開放状態となる。このとき、圧電アクチュエータ１９の駆動力で
動作部１９ａを開弁方向に変形させて弁を開放することで、より高速の気体供給が可能に
なり、気体の供給開始タイミングを早めることができる。
【００４２】
　次に、上記各実施形態を部品搬送装置の部品選別部に用いる例について説明する。図６
は、上記各実施形態の気体供給弁１０、１０′を含む部品搬送装置１の概略部分説明図で
ある。この部品搬送装置１においては、加振機構２上に固定された振動体３に部品搬送路
４ａを備えた搬送体４が固定される。加振機構２としては、電磁ソレノイドを用いた電磁
振動機や圧電アクチュエータを用いた圧電振動機など、搬送方向（図６の紙面と直交する
方向）に所定周波数（電子部品などの小さな搬送物を搬送する場合には、通常５０～３０
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０Ｈｚ程度）の往復振動を発生するものであれば特に限定されない。
【００４３】
　部品選別部４Ｘには、部品搬送路４ａ上の部品Ｐの有無、良否、姿勢等を判別するため
のセンサ（光検出器など）４ｃが設置され、このセンサ４ｃの検出信号に基づいて判別を
行う判別部４ｄが設けられている。判別部４ｄは、部品選別部４Ｘにおいて部品搬送路４
ａ上の部品Ｐに気流を吹き付けるか否か、吹き付けタイミングの是非等を判別して上記の
気体供給弁１０、１０′を制御する。具体的には、当該制御の内容としては、上述の圧電
アクチュエータ１９に駆動信号を送るか否か、或いは、どのような駆動信号を送るかを決
めるものとなる。この気流の吹き付けは、部品Ｐを部品搬送路４ａ上から排除する、部品
搬送路４ａ上の部品Ｐを反転させて姿勢を変える、或いは、部品搬送路４ａ上の部品Ｐを
別の搬送路上に移動させるなどの目的で行われる。
【００４４】
　部品搬送装置１には、コンプレッサ５等より給気管６を介して圧縮空気が供給され、こ
れは流量調整器７を介して上記の気体供給弁１０、１０′の気体導入部に供給される。そ
して、気体供給弁１０、１０′の気体導出部は給気管８を介して上記搬送体４に設けられ
た給気経路４ｂに接続される。給気経路４ｂは上記部品搬送路４ａが通過する部品選別部
４Ｘにおいて部品搬送路４ａの搬送面の一部に開口している。そして、気体供給弁１０、
１０′を開放状態とすることで、部品搬送路４ａ上を搬送されてきた部品Ｐに気流を吹き
付けることができる。
【００４５】
　部品搬送路４ａ上では、部品搬送を高速に行う場合、多数の部品Ｐが連なって搬送され
てくるので、部品選別部４Ｘでは上記の気流の吹き付けの開始及び停止を高速に、しかも
、高い応答速度で行う必要がある。たとえば、気流の吹き付けの開始が遅れると特定の部
品Ｐに気流を吹き付けることができなくなり、気流の吹き付けの停止が遅れると特定の部
品Ｐ以外の他の部品Ｐにも気流を吹き付けてしまうこととなり、部品の選別精度が悪化し
て部品供給に致命的な支障を与えるほか、搬送効率も低下してしまう。
【００４６】
　上記各実施形態の気体供給弁１０、１０′では、気体供給弁１０、１０′自体の構造と
して、弁の開放状態において内部空間が通気経路を通して外部と連通していることで、内
部空間の負圧の発生を緩和でき、気体供給の効率化を図ることができ、弁構造の小型化を
図るとともに気流の吹き付けの開始を迅速に行うことができる。したがって、弁構造の小
型化により部品選別部４Ｘに近い場所に設置することが可能になるとともに弁機能の向上
が図られることで、部品搬送路４ａ上における気流の吹き付けの開始及び停止の遅れを低
減でき、部品Ｐの選別に対する高い応答性を確保できる。
【００４７】
　本発明においては、圧電アクチュエータを用いることで従来の電磁バルブ等に対し十分
の一以下（数ｍｓｅｃ或いはそれ以下）の高速応答が可能になるとともに、通気経路を有
する弁構造に基づいて気体の供給開始及び供給停止の遅れを低減できるため、気体の供給
切替時において著しく高い実質的な応答性を実現でき、部品搬送装置の部品選別部に気体
を供給する気体供給弁としてきわめて好適である。
【００４８】
　尚、本発明の気体供給弁及び部品搬送装置は、上述の図示例にのみ限定されるものでは
なく、本発明の要旨を逸脱しない範囲内において種々変更を加え得ることは勿論である。
たとえば、上記の圧電アクチュエータ１９は板状構造を有してその延在方向に撓み変形し
て先端の駆動部１９ａにより弁体１５を軸線方向に駆動するように構成されるが、圧電ア
クチュエータとしては、上記のような構造に限らず、ブロック状の圧電体を厚み方向に変
形させて弁体１５を軸線方向に押圧する構造としてもよいなど、種々の構造を採用するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
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【図１】気体供給弁の第１実施形態の概略縦断面図。
【図２】第１実施形態における図１のII－II線に沿った概略断面矢視図。
【図３】第１実施形態における図１のIII－III線に沿った概略断面矢視図。
【図４】気体供給弁の第２実施形態の概略縦断面図。
【図５】第２実施形態における図４のＶ－Ｖ線に沿った概略断面矢視図。
【図６】部品搬送装置の構成を模式的に示す概略構成説明図。
【符号の説明】
【００５０】
１…部品搬送装置、２…加振機構、３…振動体、４…搬送体、４ａ…部品搬送路、４ｂ…
給気経路、４ｃ…センサ、４ｄ…判別部、４Ｘ…部品選別部、５…コンプレッサ、６、８
…給気管、７…流量調整器、１０、１０′…気体供給弁、１１…ハウジング、１１Ａ…主
構造部、１１Ｂ…延長部、１１ａ…凹穴、１１ｂ…固定部位、１１ｃ…気体導入路、１１
ｄ…気体導入部、１１ｅ…導入開口、１１ｊ…外側貫通孔、１２…弁シリンダ、１２ａ…
軸孔、１２ｄ…導出開口、１２ｅ…内側貫通孔、１２ｆ…中間凹溝、１５…弁体、１５ａ
…閉塞部、１８…弾性部材、１９…圧電アクチュエータ、１９ａ…駆動部、１９ｂ…基端
部、１９Ａ…弾性板、１９Ｂ、１９Ｃ…圧電体層、２１…固定部材、２３…取付部材、Ｐ
…部品

【図１】 【図２】

【図３】
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